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津波到達前に地震で倒壊しない海岸
堤防を目指して    （研究期間：平成27～28年度） 

〜海岸堤防（盛土を含む構造）の耐震性能照査に関する技術資料の作成〜 

河川研究部 海岸研究室   室長  加藤史訓 主任研究官 竹下哲也 
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１．はじめに 

 2015年の「海岸保全施設の技術上の基準」の改定

によって、海岸保全施設における「設計津波を生じ

させる地震の地震動」に対する耐震性能照査が新た

に位置づけられた。また、2015年の海岸省庁事務連

絡「海岸堤防の設計にあたって準用する技術書の基

本的な考え方について」では、海岸堤防について 

 

【コンクリートを主要材料とする構造 】 

→漁港施設、港湾施設に用いる技術書の準用を基本 

【盛土を含む構造】 

（上記のコンクリートを主要材料とする構造以外） 

→河川堤防の設計に用いる技術書の準用を基本 

 

とすることが示された。 

また、海岸堤防と河川堤防で地盤条件や要求性能

が異なることや、河川構造物の耐震性能照査指針等

では「設計津波を生じさせる地震の地震動」に関す

る詳しい記載が無いことから、海岸管理者が適切に

耐震性能照査を行うための上記基準に関する考え方、

一般的な方法等の解説が求められていた。 

このため、国総研海岸研究室では、海岸堤防等の

地震被災事例を収集するとともに、学識者による勉

強会（表1参照）を設置し、海岸堤防（盛土を含む構

造。以下同じ。）の耐震性能照査の考え方等の整理

を行い、2017年7月に「海岸堤防（盛土を含む構造）

の耐震性能照査に関する技術資料」1)を作成した。 

 

２．海岸堤防（盛土を含む構造）の耐震性能照査に

関する技術資料の概要 

(1) 地震の作用に対する限界状態の整理 

 表2の耐震性能の内容や、「土木・建築にかかる設 
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レベル１
地震動

設計津波を
生じさせる
地震の地震動

レベル２
地震動

性能３性能２性能１’性能１

海岸保全施設の

技術上の基準での
「被害が軽微」

地震動 耐震性能

レベル１地震動
(堤防の供用期間中に
１〜２度発生する確率
を有する地震動)

所要の構造の安全を確保し、
かつ、海岸保全施設の機能を損なわない

設計津波を生じさせる
地震の地震動
（設計津波：数十年〜
百数十年に１度程度発
生する比較的発生頻度
の高い津波）
＜基準改定で追加＞

設計津波を生じさせる地震がレベル１地震
動を超える強度の場合においても、
　
これに対して生じる被害が軽微であり、
かつ、地震後に来襲する津波に対して所要
の構造の安全を確保するとともに海岸保全
施設の機能を損なわない

レベル２地震動
(現在から将来にわ
たって当該地点で考え
られる最大級の強さを
持つ地震動)

生じる被害が軽微であり、
かつ、地震後の速やかな機能の回復が可能
（より高い耐震性能が必要と判断されるも
ののみ）
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表1 海岸堤防（盛土を含む構造）の耐震性能 

照査技術資料に関する勉強会 委員 

表2 地震動毎に満たすべき耐震性能 

図1 海岸堤防(盛土を含む構造)の限界状態のイメージ 
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計の基本」（2002年 国土交通省）、盛土構造物の耐

震性能や限界状態に関する既往の論文を参考に、海

岸堤防における各地震動に対する限界状態を整理し

た（図1参照）。また、各地震動の耐震性能を「安全

性能」、「目的達成性能」に分け、それぞれについ

て、照査基準と合わせて整理した（表3参照）。 

 

(2)各種照査法の適用条件の整理 

 海岸堤防の耐震性能照査に用いる手法として、震

度法（円弧すべりを仮定した安全率で評価する手法）

に加え、沈下量を算出できる静的照査法や動的照査

法について適用条件等を整理した（表4参照）。また、

静的・動的照査法は計算労力が大きいため、海岸管

理者の負担軽減の観点から、簡易に沈下量を算出で

きる簡易照査法の活用についても記載した。なお、

照査基準や照査外力の設定の基本的な考え方につい

ては、河川堤防の手法と整合している（図2参照）。 

 

(3)耐震性能照査に役立つ情報 

 この他、耐震性能照査に役立つ情報として、 

・海岸堤防で耐震上注意すべき微地形 

・地盤調査を行う際の留意点 

・地震被災事例、耐震性能照査事例 等 

を資料編として整理した。 

 

３．今後の予定 

 海岸管理者に対しては、2017年に本技術資料の配

布並びに地方ブロックの担当者会議での説明を実施

した。今後も引き続き本技術資料を活用し、海岸管

理者による海岸堤防の耐震性能照査の取組を支援し

ていく。また、「海岸保全施設の技術上の基準」の

解説書である「海岸保全施設の技術上の基準・同解

説(2004年)」の今後の改定において、本技術資料は、

他の海岸保全施設の知見とともに、参考資料の一つ

として活用される予定である。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.977 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0977.htm 

表4 各種照査法と適用条件 

地震動 照査方法 概要（適用条件等）

レベル１
地震動

震度法
安全率（慣性力、液状化）を満たすこと
をもって無被害とみなす（従前と同じ）

簡易照査法
簡易に沈下量を算出する手法で、静的・
動的照査法を優先的に行うべき海岸堤防
のスクリーニングに使用

静的照査法
地震の影響を静力学的に解析する手法
で、慣性力による破壊は未考慮

動的照査法
地震時挙動を動力学的に解析するもの
で、慣性力、液状化の解析可能

設計津波を
生じさせる
地震の地震動

レベル２
地震動

地震動 安全性能 目的達成性能

所要の構造の安全を確保

→地震力の作用に対して無被害

海岸堤防の機能を損なわない
・海水侵入防止機能（高潮・津波）
・越波減少機能（波浪）
・侵食防止機能

【照査基準】
震度法に係る安全率

【照査基準】
震度法に係る安全率

地震後に来襲する津波（設計津
波）に対して所要の安全を確保

→被害が軽微
（津波の作用に対する海岸堤防
の安定性や右記の機能を損なわ
ない範囲の変位）

地震後に来襲する津波（設計津波）
に対して海岸堤防の機能を損なわな
い

→海水侵入防止機能（津波に限定）

【照査基準】
天端高が設計津波の水位以上

波返工（及び連続する被覆工
等）が津波の作用に対抗できる
構造

【照査基準】
天端高が設計津波の水位以上

地震後の波返工の変位が、波返工の
厚さ等から設定される許容値以内

（より高い耐震性能が必要と判
断されるもののみ）

→被害が軽微
（右記の速やかな機能の回復が
可能な範囲の変位）

（より高い耐震性能が必要と判断さ
れるもののみ）

地震後の速やかな機能の回復が可能

【照査基準】同右 【照査基準】「朔望平均満潮位＋
1/10確率波」等、個別に設定

レベル１
地震動

（性能１）

設計津波を
生じさせる
地震の地震
動

(性能１’)

レベル２
地震動

(性能２）

表3 地震動毎の耐震性能の整理 

＜河川堤防＞
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＜海岸堤防（盛土を含む構造）＞

照査外力：設計震度(L1)

※河川堤防の場合、レベル１地震動
の耐震照査は行わないが、耐震対
策工の諸元設定の検討の際にレベ
ル１地震動の設計震度を使用

照査外力：設計震度(L1)
照査基準：安全率
照査方法：震度法

※動的照査法の活用についても記載

照査基準：施設計画上の津波水位
（海岸の設計津波と同一の津波)

照査方法：静的照査法

照査外力：標準的なレベル２

地震動の設計震度

※対象地点の地震動を設定してもよい

照査基準：平常時の最高水位
※河口部は朔望平均満潮位及び波浪を考慮

照査方法：静的照査法

照査外力：標準的なレベル２
地震動の設計震度

※対象地点の地震動を設定してもよい

照査基準：設計津波の水位

照査方法：簡易照査法（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ）
静的照査法
動的照査法

照査外力：対象地点の地震動を設定

※標準的なレベル２地震動と同等以下の
場合は標準的なレベル２地震動を使用可

（より高い耐震性能が必要と判断されるもののみ）

照査基準：朔望平均満潮位＋1/10波浪等

照査方法：簡易照査法（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ）
静的照査法
動的照査法

照査外力：対象地点の地震動を設定

※標準的なレベル２地震動と同等以下の
場合は標準的なレベル２地震動を使用可

図2 耐震性能照査に関する河川堤防と海岸堤防 
（盛土を含む構造）の比較図 
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